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○ 1956年に我が国で初めて民間の分譲マンションが誕生して以来、マンションは主に都市部においてなくてはならな
い主要な居住形態として国民に定着し、今や総ストック数は700万戸に到達しようとしている。

○ しかしながら、現在、マンションを巡っては、「２つの老い」と言われる建物と居住者の両方における高齢化が急速
に進行しており、こうした傾向とあわせて様々な課題が顕在化している。

○ 特に、マンションは１つの建物を複数人で所有する区分所有という特殊な所有形態であることから、日常の維持管
理や建替え等に係る意思決定には、価値観の異なる区分所有者間において合意形成を必要とする困難さがある。

○ こうした問題意識のもと、2020年には、マンション管理の適正化や、再生の円滑化を進める観点から、管理計画認
定制度の創設や要除却認定の対象の拡充、敷地分割事業の創設などを主な内容とするマンションの管理の適正
化の推進に関する法律（以下「マンション管理適正化法」という。）や、マンションの建替え等の円滑化に関する法
律（以下「マンション建替円滑化法」という。）の改正を行ったところであり、また、2023年度の税制改正においては、
管理組合の合意形成を支援する観点から、新規の税制措置である「マンション長寿命化促進税制」が創設される
など、マンション政策の強化が図られたところである。

○ さらに、2022年６月７日に閣議決定された「規制改革実施計画」を踏まえ、同年10月、老朽化した区分所有建物の
管理や再生の円滑化に向け、法務省において国土交通省も参加する形で法制審議会区分所有法制部会（以下
「法制審議会」という。）が設置され、区分所有法制の見直しに向けた議論が進められている。

○ 加えて、マンションの管理の適正化や建替え等の円滑化を進めていくためには、区分所有法制の見直しのみなら
ず、マンション政策において、適切な管理水準への誘導や、良好なコミュニティの形成、合意形成の促進、事業の
安定性の確保などの施策を一体となって講じていくことが重要となる。

○ このような考えのもと、上記法制審議会と、いわば「車の両輪」となって、マンションの管理や修繕、再生のための
施策を総合的に検討していくため、マンションを巡る現状を把握し、課題を整理した上で、マンション政策の方向性
をとりまとめることを目的に、2022年10月に「今後のマンション政策のあり方に関する検討会」を設置し、これまで９
回にわたって議論を行ってきた。

○ 本検討会のとりまとめについては、当面のマンション政策の検討・実施にあたっての基本的な認識とし、広くマン
ション政策全般に係る大綱として位置づけるものとする。

建替組合設立１ はじめに
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